
別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和７年度 № ４ 進行管理者 企画財政部長 

事務事業名 ＤＸ・デジタル化推進事業（ＤＸ推進事業） 

事業の概要 

急速に進展する行政のデジタル化に伴った庁内体制の構築及びオープンデータ等を整

備し、データの利活用により行政の高度化、効率化を図る。また、市民の利便性の向上

に資するため電子申請の拡大等を推進する事業 

これまでの 

経 過 

自治体ＤＸの取組を推進する上でデジタル技術の活用に関する豊富な知識を習得する

ため、令和６年度に東京都市長会主催の研修に参加した。 

また、申請の電子化の阻害要因の一つであった手数料の徴収が必要な手続については、

電子決済を利用することでオンライン化が可能となるため、関係課と調整を行った。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １２，８９３千円 

う ち 

一般財源 
１２，８９３千円 

本 年 度 の 

目 標 

【ＥＢＰＭ関係】 

本市に有効な事業を検討し、経済産業省が提供するツール等を活用し、実践までの道

筋をつける。 

【実施計画内容及び予算の査定】 

各課で検討するデジタル関連施策について、デジタル化推進アドバイザーの協力のも

と、実施計画内容及び予算の査定体制を構築し、適正な査定を実施していく。 

【電子申請等の拡大】 

電子申請の拡大については、電子決済を導入するとともに、市が受け付けている申請

の中から、市民の利便性の向上や業務の効率化に資するかを総合的に判断して優先順位

を設け、順次オンライン化を進めていく。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

〇ＥＢＰＭ関係（４月から９月） 

・各種研修へ参加する。 

・経済産業省が提供するツールを活

用し、他自治体の事例を参考に該当

業務を検討する。 

〇予算査定等関係（４月から９月） 

・実施計画内容及び予算の査定体制

を構築する。 

・実施計画に登載予定の事業を査定

する。 

〇電子申請等の拡大（４月から９月） 

・電子申請に伴う手数料等の電子決

済が可能な申請を検討し、電子決済

の導入に向けた体制を整備する。 

・オンライン化の優先順位付けを行

う。 

実 

 

績 

〇ＥＢＰＭ関係（４月から９月） 

・各種研修へ参加した。（６月・８月） 

・経済産業省が提供するツールを活用

し、他自治体の事例を参考に該当業務を

検討した。（５月から７月） 

〇予算査定等関係（４月から９月） 

・実施計画内容及び予算の査定体制を

構築した。（５月から９月） 

・実施計画に登載予定の事業を査定し

た。（６月・７月） 

〇電子申請等の拡大（４月から９月） 

・電子申請に伴う手数料等の電子決済

が可能な申請を検討し、電子決済の導入

に向けた体制を整備した。 

・オンライン化の優先順位付けを実施

した。 

（６月から９月） 



別記様式（第７条関係） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

〇ＥＢＰＭ関係（１０月から令和８

年３月） 

上半期に検討した該当業務の担当

部署に協力を求め、経済産業省が提

供するツールを活用し、事業へ反映

する。 

〇予算査定等関係（１０月～１１月） 

令和８年度予算の査定を実施す

る。 

〇電子申請等の拡大（１０月から令

和８年３月） 

・手数料等の電子決済が可能な申請

について、電子申請化を推進する。 

・上半期に検討した優先順位に基づ

き所管課と調整の上、電子申請の拡

大に取り組む。 

実 

 

績 

〇ＥＢＰＭ関係（１０月から令和８年３

月） 

・モデルケース創出に向け、生成ＡＩ等

の活用による行政の効率化を図ること

を目的として、「生成ＡＩの利用率向上」

をテーマにＥＢＰＭの作業プロセスを

試行実施し、各所管課で実践していくた

めの課題整理を行った。（１０月から１

２月） 

・庁内での意識醸成のため、デジタル推

進員及び主任・主事職へ、ＥＢＰＭの考

え方等の基礎研修を実施した。（１月） 

〇予算査定等関係（１０月～１１月） 

・令和８年度予算において、システム導

入委託等の要求を行った９課を対象に

査定を実施した。（１１月） 

〇電子申請等の拡大（１０月から令和８

年３月） 

・手数料等の電子決済が可能な申請に

ついて、「狂犬病予防注射済票交付申請」

をはじめとした４手続きの電子申請化

を実施した。 

・上半期に検討した優先順位に基づき

所管課と調整の上、電子申請の拡大等に

取り組み、オンライン化率（申請件数ベ

ース）を 91.9%（前年度比 4.7%増）に増

加させた。 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
おおむね目標どおり各業務を実施できている。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
 おおむね目標どおり各業務を実施できている。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １２，５１１千円 

う ち 

一般財源 
１２，５１１千円 

今 後 の 

方 針 

行政のデジタル化に伴うネットワーク環境の構築、デジタル人材の育成、

生成ＡＩ等の活用により行政の高度化、効率化を図る。また、市民の利便性

の向上に資するＤＸ・デジタル化を推進する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 


